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第１８回会議からの論点整理

テーマ 具体的な内容 担当課

こうのとり応援事業における事務手続き

不妊治療助成の申請を行う際に、その都度、保健所を訪問する必要があり、郵送対応が不可能であった。また、領収書が不足の際、その場で
その都度コピーを取りに行く必要があった。
今後、不妊治療は保険適用になるため、このような事務手続きの必要はなくなるが、行政手続きのオンライン化が推進される中、本事業では
困難な理由(規制）を教えてほしい。

健康づくり課

屋外広告物許可申請手続きの統一化
屋外広告物が、ある程度の大きさになると許可申請が必要となる。徳島県内でも地域により徳島県証紙で申請料を納付するところもあれば、
現金書留で納付するところもあり申請料納付の方法が異なる。申請手続きの統一化がされれば、場所ごとに確認する必要がなくなり、申請が
スムーズになるため、統一化を提案する。

都市計画課

屋外広告物の定期詳細点検化
現在屋外広告物申請の更新時について、本県では第３者による詳細点検までは義務づけられていない。他県で義務づけられている自治体も
あり、安全確保の面から、設置後10年以上の屋外広告物については詳細点検の実施を提案したい。 都市計画課

「地域連携・快適避難所運営モデル事業」における補助
対象者及び申請書提出団体の変更について

「南海トラフ巨大地震」等の自然災害への備えとして地域防災力の充実強化をはかる為、自主防災組織をはじめとした地域住民が主体となり
実施する訓練を支援する本制度は「自助・共助による自主防災意識の醸成」に寄与する有用な取り組みである。一方、現行の本制度では補助
対象および申請書提出団体が市町村であり、自主防災組織をはじめとした地域住民の自発的発想による訓練や各地域ごとの状況やニーズに
あわせた主体的取り組みに対し、市町村担当課への趣旨説明や合意形成、市町村予算の確保が必要となるなど、住民主体の団体が本制度
を活用するに至るまでのプロセスに１年以上の期間を要すため、本制度の活用が阻害される一因となっている。

防災人材育成センター
とくしまゼロ作戦課

教育におけるDX化
１人１台タブレット端末が整備され、ICTを活用した教育環境が整備されているが、今後は、どう有効活用をしていくかが重要である。教育のDX
化に向け、ICT人材への支援や、教育現場での端末の有効活用等、現状と課題を整理し、目指す方向性を議論していくべきである。

学校教育課
総合教育センター

徳島県庁のDX化とその課題

現在、徳島県と外部の人材がメールやりとりをする際に２点、大きな障壁がある。
①文書ソフトが一太郎のため、外部の人は一太郎ファイルで送信されても見えない(職員が、その都度、PDFに変換する必要がある）
②外部から、PDFやパワーポイント資料のような容量が大きなデータを送信しても、県では受信できない。
　(そのため、その都度、届かなかったため、デコメール依頼を受ける）
昨今、徳島県庁においても、積極的にDX化を推進しているところであるが、上記２点は、外部の人間から見て、大きな規制である。

スマート県庁推進課

資料１



徳島県では、県民目線に立った規制改革を実現するため「徳島県規制改革会議」を設置し

ています。今回、県民の皆さまの提案を募集し、規制改革会議において検討させていただき

ます。

～ あなたの「規制改革」提案 ～

１ 提案事項名（タイトル）
※50 文字以内にまとめて下さい。

２ 提案の具体的内容
※400 文字以内。出来るだけ具体的にご記入下さい。

（裏面に続く）

● なお、県の予算や組織、思想信条に関するもの、誹謗中傷、権利侵害をはじめ、
本県の所管する規制とは関係のない提案については、検討の対象とはなりません
ので、ご留意ください。

● いただいたご提案については、内容の確認を行った上で、庁内関係部局と検討
を行ってまいります。その検討結果は、「徳島版規制改革会議」に報告すると
ともに、県ＨＰに掲載することを予定しています。
※ 原則として、提案者への個別回答は致しませんので、あらかじめご承知
おきください。

県民の皆さまから「規制改革」に関する提案を募集します！ 資料２



３ 提案に至った理由（現行制度における支障事例や阻害要因など）

※400 文字以内。出来るだけ具体的にご記入下さい。

４ 当該規制の根拠となる条例等の名称

５ 提案者情報

（１）個人の場合

① 氏名（非公表）

② 都道府県（非公表）

③ 電話番号（非公表）

④ ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ（非公表）

（２）会社・団体の場合

①会社名・団体名

※公表の可否 □ 公表 □ 非公表

②所属・氏名（非公表）

③都道府県（非公表）

④電話番号（非公表）

⑤ ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ（非公表）



令和４年度 地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金

１ 目的
南海トラフ巨大地震をはじめとする自然災害に備え，住民主体の避難所運営体制づ

くりを推進する。

２ 補助対象等
（１）補助対象

市町村

（２）予算額
１，０００千円

（３）補助限度額
定額（下限１００千円，上限５００千円／箇所（補助率１／２以内 ））

（４）補助対象事業
， ， ，市町村と 自主防災組織や学校 企業などの地域の様々な主体が連携・協働して

実際の避難所において行う避難所運営体制の構築に係る取組。

【補助事業の条件】
①避難所個別の運営要領の作成又は点検・見直し
②避難所運営訓練の実施
③訓練用避難所資機材等の整備（任意）

３ 事業選定方法
市町村から提出された「事業提案書」をもとに，書類審査により選定する。

４ 事業期間
当年度中に終了

資料３
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地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金取扱要領

地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金については，地域連携・快適避難所運営モデ
ル事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定めるもののほか，この要領により行う。

１ 補助対象事業（要綱第２条関係）
市町村と，自主防災組織や学校，企業などの地域の様々な主体が連携・協働して，実際

の避難所において行う避難所運営体制の構築に係る取組が対象となる。

【補助事業の条件】
①避難所個別の運営要領の作成又は点検・見直し
②避難所運営訓練の実施
③訓練用避難所資機材等の整備（任意）

【上記条件の説明】
①実際の避難所（指定避難所）において，避難所運営体制を整備し，運営に必要な事
項を記載した要領を作成する。
・運営組織の編成，班構成の決定
・居住空間，共有空間等の部屋（区画）割り 等
なお，既に作成されている場合は，本事業で実施する避難所運営訓練の実施結果を
踏まえて点検・見直しを行う。

②作成した運営要領に基づき，実際の避難所（指定避難所）において訓練を実施する。
・運営組織や班構成，居住空間の区画割り等の検証
・開設訓練（施設の開錠・施設点検・避難所内レイアウト・避難者の受入れ等）
・備蓄品操作（設備の設置・簡易トイレ組立て等）

③本事業で実施する避難所運営訓練に使用する資機材等に限定する。
なお，資機材購入経費の割合が高い提案については，選定にあたって，評価が低
くなることがあるとともに，資機材等の減額等の変更を求めることがある。

２ 補助対象経費・補助率・補助額

補助対象経費 報償費 避難所運営要領の作成，避難所運営訓練等に必要
な講師やアドバイザー等の外部有識者の謝礼に要
する経費

費用弁償 避難所運営要領の作成，避難所運営訓練等に必要
な講師やアドバイザー等の外部有識者の旅費に要
する経費

需用費 消耗品費，資料等作成費，資料等購入費，燃料費，
印刷費

役務費 郵便，運搬，電話，インターネット等の通信に要
する経費，保険料

委託料 事業の実施に必要な委託に要する経費

使用料及び賃借料 会場借上料，資機材借上料

備品購入費 訓練の実施に必要な資機材の購入に要する経費

その他経費 その他特に必要と認められる経費
（事業実施者の経常経費，利益となる経費は除く。）

補助率 補助対象経費の１／２以内

補助限度額 事業１件当たり １０万円～５０万円

３ 事業実施期間
当該年度の３月３１日までに実施・終了する事業であること。



４ 事業提案書の提出（要綱第４条関係）
（１）募集期間

別途知事が定める期間とする。
（２）提出書類

事業提案書（様式１）に次の書類を添付し提出すること。
①事業計画書（様式２）
②収支予算書（様式３）
③歳入歳出予算(見込)書の写し又は予算計上確約書（様式適宜）
④事業内容に係る資料（様式適宜）

（３）提出先
徳島県防災人材育成センター 啓発・人材育成担当
住所 〒771-0204 板野郡北島町鯛浜字大西１６５
電話 088-683-2100 ﾌｧｸｼﾐﾘ 088-683-2002
電子メール bousaijinzaiikusei@pref.tokushima.lg.jp

５ 事業の選定方法（要綱第４条関係）
事業の選定は，提出された事業提案書（関係書類を含む）をもとに，書類審査により決

定する。審査は，以下の項目について実施する。（審査等に関する問い合わせには応じない。）
なお，一つの市町村から応募できる提案は原則として１件までとし，また，審査の結果

については，市町村あてに書面で通知する。
（１）適合性

事業の目的・内容が地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金の趣旨に合致する
か。また，事業の成果目標・効果が補助金の趣旨に合致するか。

（２）実効性
事業実施にあたり，市町村と地域の様々な主体（自主防災組織，学校，企業等）と

の連携がとれる体制であるか。また，地域の実情にあった体制づくりとなっているか。
（３）工夫点

個別の避難所における課題の解決など，よりよい避難所運営体制を構築するために，
どのような工夫がなされているか。

（４）継続性・発展性
事業終了後も避難所運営体制が維持され，訓練などを通して見直しが継続される事

業計画となっているか。
（５）計画性

事業計画は十分に練られているか。また，事業の予算や実施方法は事業の目的に対
して妥当であるか。

６ 事業のスケジュール（予定）

項目 実施者 時期

①事業提案書提出 市町村 ５月～６月上旬

②事業選定 県

③補助金交付内示 県
７月

④補助金交付申請 市町村

⑤補助金交付決定 県

⑥事業着手 市町村 補助対象は交付決定日以降

⑦実績報告 市町村 事業完了から３０日以内又は
年度末（３.３１）のいずれか早い期日

⑧確定通知・補助金支払い 県 実績報告から１か月程度

７ 事業実績等の公表
本事業で実施された取組について，他地域への普及を図るため，事業実施にあたって作

成した計画書，実績報告，運営要領等の成果物については，個人情報等を伏して公表し，
他の市町村と共有するものとする。



地域連携・快適避難所運営モデル事業補助金交付要綱

（補助金の交付）

第１条 知事は，南海トラフ巨大地震をはじめとする自然災害に備え，住民主体の避難所運営体制づ

くりを推進するため，市町村が行う「地域連携・快適避難所運営モデル事業」に要する経費に対し，

予算の範囲内で，市町村に補助金を交付するものとし，その交付については，徳島県補助金交付規

則（昭和５８年徳島県規則５３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，この要綱の定め

るところによる。

（事業及び経費等）

第２条 補助金の交付の対象となる事業，補助対象経費，対象団体，補助率及び補助限度額は，次の

表に掲げるとおりとする。

補助対象事業及び経費 対象団体 補助率 補助限度額

○補助対象事業 市町村 補助対象経費の 事業１件当たり

モデルとなる個別の避難所において避難 ２分の１以内 下限額１０万円

所運営体制を構築する事業 上限額５０万円

○対象経費

上記事業実施に要する経費

（補助額）

第３条 補助額は，補助対象経費から寄付金その他の収入額を控除した額に補助率を乗じて得た額と

する。ただし，算出された額に千円未満の端数が生じた場合には，これを切り捨てるものとする。

（事業提案書の提出及び補助金交付内示の通知）

第４条 補助金の交付を受けようとする市町村は，知事に対し，地域連携・快適避難所運営モデル事

業補助金取扱要領（以下「取扱要領」という。）に定める事業提案書を，その定める期日までに提

出するものとする。

２ 知事は，前項の規定による事業提案書の提出があったときは，取扱要領に定める方法により，書

類等の審査及び内容を調査し，適当と認めるときは，速やかに市町村に対し，補助金交付内示通知

書（様式第１号）により，内示額を通知するものとする。

（補助金交付申請書等）

第５条 規則第３条の補助金交付申請書は，様式第２号による。

２ 規則第３条の知事が定める書類は，次に掲げるとおりとする。



(1) 事業計画書（取扱要領様式２）

(2) 収支予算書（取扱要領様式３）

(3) 歳入・歳出予算（見込）書の写し又は予算計上確約書

(4) 事業内容に係る資料

３ 前条第２項により補助金交付内示通知を受け，当該補助金の申請をしようとする市町村は，前２

項に掲げる書類を，知事に対し，知事が別に定める期日までに提出しなければならない。

（補助金の交付の条件）

第６条 規則第５条第１項各号に掲げる事項及び規則第１５条の２に規定する事項は，補助金の交付

の決定の条件となる。

（軽微な変更）

第７条 規則第５条第１項第１号の知事が定める軽微な変更は，事業費総額の３０パーセント以内の

経費の配分の変更とする。

２ 規則第５条第１項第２号の知事が定める軽微な変更は，補助事業の目的を損なわない事業計画の

細部の変更とする。

（変更の承認の申請等）

第８条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとする市町村は，

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書(様式第３号)を知事に提出しなければならない。

２ 前項の申請書には，次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。

(1) 変更（中止・廃止）事業計画書（取扱要領様式４）

(2) 収支予算書（取扱要領様式３）（変更後）

(3) 歳入・歳出予算（見込）書の写し（変更後）

(4) 事業内容に係る資料（変更後）

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする市町村は，その理由及び補助

事業の遂行の状況を記載した書類を知事に提出しなければならない。

（状況報告）

第９条 補助事業者は，知事が必要と認めた場合は，補助事業の遂行の状況について，補助事業遂行

状況報告書（様式第４号）を作成し，知事に提出しなければならない。

（実績報告書等）

第１０条 規則第１１条の実績報告書は，様式第５号による。

２ 規則１１条の知事の定める書類は，次に掲げるとおりとする。

(1) 事業実績書（取扱要領様式５）

(2) 収支精算書（取扱要領様式６）

(3) 歳入・歳出決算（見込）書の写し



(4) 事業実績に係る資料

３ 規則第１１条の規定による実績報告は，補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から

起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月３１日のいずれか早い期

日までにしなければならない。

（補助金の支払）

第１１条 知事は，規則第１２条の規定による補助金の額の確定の通知をした後に，補助金を支払う

ものとする。

（補助金調書等）

第１２条 規則第１６条の補助金調書は，様式第６号による。

２ 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は，補助事業の完了の日又は廃止の承認を受けた

日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。

（財産処分の制限）

第１３条 規則第１７条第２号の知事が定める財産は，その購入に要した経費の額が一件につき１０

万円以上の機械及び器具とする。

２ 規則第１７条ただし書の知事が定める期間は，減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数による。

（公表）

第１４条 知事は，当該補助金により実施した事業について，その成果物等を公表することができる

ものとする。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか，この事業の実施に関し必要な事項については，知事が別に

定める。

附 則

この要綱は，平成２９年５月２４日から施行し，平成２９年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。


